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議会事務局　

事事事事
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のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

担当部事務事業名 議長会等対外活動事業

会計区分

平成１４年度

1

～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

議会としての対外活動を行い、行政事務への支援の一端を担うことを目的とする。

・市議会議長会をはじめとする各種議長会へ組織体の一員として出席し、広域的な

　課題・要望活動に取り組む。

　会議出席の際の日程調整・行程計画・旅費等の準備・随行

【直接経費の内訳】

費用弁償等旅費（724千円）

議長交際費（628千円）

市議会議長会関係負担金（858千円）

効率的で適切な事務運営を行う

2

議事課　

庶務係

31

平成３０年度以降

行政運営

事業類型 一般

助成 18

担当課

1

行政経営

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

0.00

0

8,358

0

4,2554,255

0.00

0

0

0

8,3587,497

0 0

00

7,536

100.5

7,536

0

7,497

受益者負担

費

用

直接経費

正職員

人件費

0.80

従事者数

費用合計

3,242

4,255

0.00

市議会議長会関係負担金（858千円）

全国市議会議長会基地協議会負担金（138千円）

全国民間空港所在都市議会協議会負担金（40千円）

名古屋空港周辺議会協議会負担金（30千円）

尾三十市等議長協議会負担金（144千円）

全国高速自動車道市議会協議会等負担金（38千円）

消耗品費等（133千円）

無

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

従事者数

Ｈ21決算額

（手段）

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

0

0

Ｈ24予算額

4,103

0.80

4,255

Ｈ22決算額

0.800.80

3,281

119.6

Ｈ23決算額

2,733

6,988

92.7

6,988

0.00



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

平平平平

成成成成
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年年年年

415事業番号

日

尾三十市の議長・副議長による行政視察が協議会において見直しとなり、結果減数と

なった。その他の事業は達成ができた。

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

26

対外活動日数

26

日

H23

20

19

成果指標名

対外活動日数

事業の

達成状況

活動指標名

26 23

H21 H22

22

H24H23

23

22

26 22

H21 H24

22

19

20

会議回数や負担金など各種議長会で適正なものであるかを検証、必要に応じ提唱し

て行く。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

規模・内容ともに時代に則したものであることを検証・提唱してゆく必要がある。

引き続き各種議長会等へ出席し、広域的な要望活動ほか適正な議会運営を維持す

るための各市からの情報収集を行う必要があるため。

方向性の判定

一次評価のとおり。現状維持

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定 判　定　理　由

広域的に取り組むべき課題・要望に対処できず、また他自治体の情報を得ることに支

障をきたし、適正な市政支援が行えなくなる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由


